
52　　Sustainabil ity Report 2010｜環境側面 Sustainabil ity Report 2010｜環境側面　　53

詳細資料
Sustainabil ity Report 2010｜環境側面

詳細資料
Sustainabil ity Report 2010｜環境側面

当社フォーマットによる実績 環境省フォーマットによる2009年度実績

「顧客効果」算出方法（日本の場合）

環境効率の推移

環境効率の計算式

経済効果（実質的効果）

組織・体制

1． 「トヨタ地球環境憲章」を共有し、自社の環境方針を立案
2． 生産分野では数値目標を立ててフォロー
3． 販売分野では環境マネジメントシステムを構築し、業態に
応じた環境負荷低減活動、環境コミュニケーション、社会
貢献などを実施、また2006年度よりCO2等、環境負荷の
数値管理にも着手

4． 各国・地域の状況を踏まえたトップレベルの環境対応
※ 財務上非連結会社への要請事項は、地域・業態によって異なる場合があります。

連結環境マネジメント主な対象会社

生産会社
生販一体会社

販売会社

※アンダーラインのない事業体は財務会計上の連結子会社
　アンダーライン付き太字はそれ以外

その他業種（地域統括会社等）

欧州自主プログラム参加事業体
Toyota Hellas（ギリシャ）  Toyota Ireland（アイルランド） Louwman&Parqui（オランダ） 
Toyota AG（スイス） Toyota SA（トルコ） その他11社
欧州の非連結代理店16社はTMEの支援のもと、自主的にISO取得を含むEMSを展開。

　TMCA（オーストラリア）
　TTC-AP-AU（オーストラリア）
　TNZ（ニュージーランド）

　 TMMR（ロシア）
Toyota Norge 
（ノルウェー）

TDK（デンマーク） 　 TMMP（ポーランド）
　 TMIP（ポーランド）

　 TMR（ロシア）
　 TMPL（ポーランド）
　 TCZ（チェコ）
　 TPCA（チェコ）
　 TES（スペイン）
　 ED2（フランス）
　 TMI（イタリア）
　IMC
   （パキスタン）

　 TMMT
　（トルコ）

TFR（フランス）　 GTMC（中国）　

TTFC（中国）　
TFAP（中国）　
SFTM（中国）　TMMF（フランス）　 

　 TSWE（スウェーデン）　 TDG（ドイツ）
　 TAF（フィンランド）

TME（ベルギー）

欧　州

北　米

日　本

中南米アジア・豪州・中近東・アフリカ

　TFTE（中国）

　TFTD（中国）
　TMCI（中国）
　TTCC（中国）

　TMKR（韓国）

　FTMS（中国）
　FTCE（中国）

　TFTM（中国）

　Hotai（台湾）
　TMP（フィリピン）

　Kuozui(台湾）

　TAP（フィリピン）
　TMV（ベトナム）

　TMMIN（インドネシア）
　TMAP-MS（シンガポール）

ALJ
（サウジアラビア）

TKM（インド）　 
TTPI（インド）　 

TKAP（インド）　 

UMWT（マレーシア）　 
ASSB（マレーシア）　 
BMS（シンガポール）　 

GTE（中国）　 
TMAP-EM（タイ）　 

TMT（タイ）　 
STM（タイ）　 

TSAM（南ア）　

TMUK（英国）

TGB（英国）
CAPTIN（カナダ）

＊NUMMI（米国）　
TMS（米国）　

TMMI　
（米国）   
BODINE　
（米国）   TABC（米国）　

CALTY（米国）　

 TMMBC
（メキシコ）　

　SERVCO（米国）

　TMMC（カナダ）

　TMMWV（米国）
　TMA（米国）

　TMMK（米国）
　TEMA（米国）

　TMMAL（米国）
　TMMTX（米国）

TDB（ブラジル）　

TASA（アルゼンチン）　

　TCI（カナダ）

（2010年3月31日現在）

　TMCほか

　TAM（インドネシア）

　TDV
  （ベネズエラ）

連結EMSの国内の主な対象会社（50音順）
販売会社 その他業種

関東自動車工業
岐阜車体工業
セントラル自動車
ダイハツ工業
トヨタ自動車九州
トヨタ自動車東北
トヨタ自動車北海道
トヨタ車体
日野自動車

愛三工業
アイシン・エィ・ダブリュ
アイシン・エーアイ
アイシン精機
アイシン高丘
愛知製鋼
ジェイテクト
デンソー
東海理化
豊田合成
豊田自動織機
豊田通商
トヨタ紡織

キャタラー
協豊製作所
中央精機
※パナソニックEVエナジー
豊精密工業

アドマテックス
シンテックホズミ
トヨタタービン
　アンドシステム
日本ケミカル工業

FTS
大豊工業
豊田鉄工
トリニティ工業

東京トヨペット
トヨタ部品東京共販
トヨタホーム東京
トヨタレンタリース東京

など 計36社

愛知陸運
タクティー
トヨタエンタプライズ
豊田中央研究所
トヨタテクノクラフト
トヨタモデリスタ
　インターナショナル
トヨタ輸送
トヨフジ海運
など 計58社

※財務会計上
　非連結の
　6法人含む

オールトヨタ生産環境会議メンバー オールトヨタ生産環境連絡会メンバー

生産会社

1グループ 2グループ 3グループ
・連結子会社
・部品生産会社

4グループ 5グループ
・連結子会社
・自動車製造業など
・トヨタの派生会社

・財務会計上は非連結
・主要部品生産会社
・ボディメーカー など

・連結子会社
・各種製品生産会社

・財務会計上は非連結
・部品生産会社

※グローバル生産環境データ（31、35ページ）および国内生産環境データ（35、37ページ）の国内における集計対象範囲は、上記1～5グループ（除く豊田通商）34社です。
　31、35ページのCO2排出量、廃棄物量については、上記34社に加え孫会社も含みます。
※パナソニックEVエナジーは2010年6月より、プライムアースEVエナジーに社名を変更。

＊ NUMMI（米国）：2010年4月より工場閉鎖　　

連結EMSの対象会社は578社で、財務会計上の全連結子
会社と、財務会計上連結対象外でも主要な生産会社や海外
販売代理店などが対象です。具体的には、①TMCが直接管理
する財務会計上の連結子会社170社、②財務会計上は非
連結だが主要な生産会社と海外販売代理店51社、③その
ほか、大学・生協など6法人、④TMCが連結子会社を通じて間
接管理する財務会計上の連結子会社351社の4種類です。

研究開発費用
リサイクル関連費用

環境投資計

環境対策関連費用

理解活動費用
環境専任スタッフ費用

環境修復費用

維持コスト計

温暖化対策
廃棄物処理環境対応主目的

の設備投資

通常設備投資に含まれる環境対応分

公害防止他

廃棄物処理費用
排水処理費用
大気汚染・臭気防止費用
地球環境保全費用
広報・宣伝費
人件費
リコール対策費
土壌・地下水汚染修復費

合計
（売上高比率）

その他費用
（社会貢献、ISO認証費用、教育訓練費等）

1,925
10

14
0
4
18
63

2,033
21
4
8
9
59
19
0
2

122
2,155
（2.5％）

17

項目 内容 ’09年度

2,129
12

21
3
13
37
197
2,401
24
4
11
6

（注）52
23
35
3

158
2,559
（2.8％）

26

’08年度

※
設
備
投
資

環
境
投
資

区分

維
持
コ
ス
ト

分類

合計

トヨタ ※ボディメーカー
　6社

投資 費用

（1）事業エリア
　  内コスト

（2）上・下流
　  コスト

（3）管理活動
　  コスト

（4）研究開発
　  コスト

（5）社会活動
　  コスト

（6）環境損傷
　  対応コスト

1
79
0

0

1

投資

92

12
9
21

10

1,925

3

2

81 2,074

費用

2,155

〈環境コストの実績〉

〈 海外事業体の環境会計数値 〉
※設備投資の減価償却費は費用に含んでおりません。
　（ご参考）2009年度研究開発費総額：6,076億円 設備投資総額：1,463億円
（注）数値に誤りがあったため過去にさかのぼり訂正しました。
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36

22
4
19

4

20

324

0

3

396
432

※ボディメーカー6社：関東自動車工業、ダイハツ工業、トヨタ車体、日野自動車、
　トヨタ自動車九州、セントラル自動車（各社採用基準に基づき集計しています）

・TMT（タイ）
・國瑞汽車（台湾）

環境コスト：335百万円、経済効果：133百万円
環境コスト：441百万円、経済効果：14百万円

（単位：億円） （単位：億円）

①公害防止コスト
②地球環境保全コスト
③資源循環コスト
リサイクル関連費用、
業界団体分担金

環境広告、
環境報告書発行費用、
環境専任スタッフ費用 等
環境負荷低減のため
の研究開発費用

環境保全団体への
寄付 等

土壌・地下水汚染の
修復のための費用 等

①実質的効果（2009年度）
「省エネによるエネルギー費
の低減」等の費用低減と「リサ
イクル品売上」等の収入を計
上しています。リサイクル品売
上の減少は主に市場での売却
単価の低下によるものです。
②顧客効果
ハイブリッド車への代替による効果は303億円（日本）、1,256億円
（世界）、初代プリウス発売の1997年12月以来の累計効果は
1,800億円（日本）、6,579億円（世界）になりました。

基本的考え方

環境効率
環境コスト

経済効果 環境効率 ＝
売上高

環境負荷

（1万km＊1/ガソリン車の燃費＊2－1万km/HVの燃費＊2）
×125円＊3×2009年度HV販売台数

トヨタでは環境コストを「＊1環境投資」と「＊2維持コスト」の2つに
分類して集計し、併せて、経済効果や環境効率も算出していま
す。環境負荷の改善効果（物量効果）については、「『主要環境
データ』の状況（2009年度）」（50ページ）をご覧ください。

2009年度の環境コスト総額は、2,155億円で、前年度比404億
円の減少となり、売上高の2.5％を占めています。減少要因は、
研究開発費および設備投資全体が減少したことなどによります。

トヨタでは、環境効率を下記の算式で定義し、算出数値を「環境効率
性指標」としてフォローしています。環境負荷には、生産部門のCO2
排出量と廃棄物発生量を用い、1990年度から算出、2009年度まで
の19年間でCO2指標は約140％、廃棄
物指標は約340％向上しました。今後も、
できる限り環境負荷の少ない生産を目
指し、「環境効率」の向上に努めます。

環境会計

その他
（環境関係技術収入ほか）

エネルギー費
低減

’08 
年度

※ボディ
メーカー6社
’09年度実績

23

（注）3

124

157

廃棄物処理
費用の低減
リサイクル品売上

7

7

0

51

58

0

合計

（単位：億円）

’09 
年度

13

10

44

73

6

＊1　国土交通省「自動車輸送統計」による乗用車平均年間走行距離
＊2　10・15モード燃費を実用燃費に換算
＊3　石油情報センター調査による2009年度全国平均ガソリン単価（消費税含む）

＊1 環境投資：環境配慮型製品の研究開発費等、効果が将来までおよぶ支出
＊2 維持コスト：環境コストのうち、環境投資以外の支出

連結対象範囲

’07 
年度

19

0

145

171

7

2,453
12

26
5
26
57
196
2,741
27
4
12
6
43
23
0
3

118
2,859
（2.4％）

23

’07年度

（EMS＝Environmental Management System）

売上高指数 売上高指数

’04 ’05 ’06 ’07 ’08 （年度）’90 （年度）’07

〈自動車生産によるCO2指標〉

※売上高/CO2排出量を指標とし、1990年度を
　100とした指数をグラフ化、表示しています。
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〈自動車生産による廃棄物指標〉

’09 ’09
※売上高/廃棄物発生量を指標とし、1990年度を
　100とした指数をグラフ化、表示しています。

’08

（注）数値に誤りがあったため過去にさかのぼり訂正しました。



Sustainabil ity Report 2010　　01

目次

 02　トップメッセージ

環境側面

16－23 環境理念
 16 理念・方針と環境取組プラン
 17 第5次「トヨタ環境取組プラン」
 20 第４次「トヨタ環境取組プラン」（2009年度の進捗）

32－35 資源循環
 32 TMCの循環型社会へ向けた資源有効利用の一層の推進
 33 TMCの水使用量低減
 33 日欧のリサイクルシステムの定着
 34 リサイクル設計の一層の推進と展開
 35 国内生産環境データ（社外排出物量）／グローバル生産環境データ（廃棄物量・水使用量）／海外事例

36－37 環境負荷物質
 36 環境負荷物質の管理、低減の一層の管理
 37 TMC生産活動におけるPRTR対象物質の低減／国内生産環境データ（PRTR）／海外事例

38－39 大気環境
 38 各国／各地域の都市大気環境改善に資する排出ガス低減
 38 ＴＭＣのVOC排出量低減活動
 39 国内生産環境データ（VOC排出量）／海外事例

理念と体制

 12 企業理念
 15 コーポレート・ガバナンス／コンプライアンス

24－31 エネルギー／温暖化
 24 グローバルな事業活動における一層のCO2低減
 26 各国／各地域でトップクラスの燃費性能を目指す技術開発の推進
 27 クリーンエネルギー車の開発推進と効果的な導入、普及促進
 28 各種ネットワーク技術等を活用した交通流改善への取り組み
 28 エコカー減税＋補助金による優遇制度継続
 29 TMC（トヨタ自動車）の生産活動におけるCO2低減
 30 各国／各地域の物流活動におけるCO2低減
 31 グローバル生産環境データ（CO2）／CO2換算係数／海外事例

社会側面

54－58 お客様とのかかわり
 54 お客様対応
 55 各分野の品質対応
 57 海外事例
 58 ユニバーサルデザイン（UD）
 58 パートナーロボット

59－67 従業員とのかかわり
 59 トヨタウェイの共有
 60 人材育成
 61 多様性の尊重
 63 安全・健康
 65 海外事例
 66 雇用の取り組み

68－70 ビジネスパートナーとのかかわり
 68 サプライヤーとともに
 69 販売ネットワークとともに
 70 海外事例

72－85 地域社会・グローバル社会
 72 安全への取り組み
 76 社会貢献基本方針
 77 環境への取り組み
 78 交通安全への取り組み
 79 人材育成への取り組み
 80 社会・文化への取り組み
 81 海外での主な活動
 82 海外事例
 84 コミュニケーション
 85 海外事例40－47 環境経営

 40 各国環境委員会の取り組み
 41 連結環境マネジメント取組方針と結果
 42 生物多様性の取り組み
 43 環境教育の充実
 43 ビジネスパートナーにおける環境マネジメントの一層の推進
 44 環境改善に寄与する新規事業の推進
 45 Eco-VASによるライフサイクル環境負荷の 着実な低減
 45 遵法活動
 46 サステイナブル・プラントの活動
 46 海外事例

48－49 その他事業
 48 住宅事業

50－53 詳細資料
 50 主要環境データの状況
 50 自動車生産・物流工程における資源投入量と排出量
 51 新型車・フルモデルチェンジ車の主要環境データ
 51 ISO14001認証取得状況
 51 継続的報告
 51 環境関連の主な受賞実績
 52 連結対象範囲
 52 連結EMSの国内の主な対象会社
 53 環境会計

86－89 財務概況とグローバル展開
 86 財務概況
 88 グローバル展開

 90 過去４年の海外取組事例（社会側面）
 91 アンケート
 93 第三者審査／海外の地域・国別報告書

経済側面

04－11 スペシャルストーリー
 04 品質問題の背景と今後に向けて
 08 次世代環境車の開発・普及
 10 クルマづくりを通じた社会への貢献

Sustainability Report 2010

会社概要
商　号 トヨタ自動車株式会社（TOYOTA MOTOR CORPORATION）

創　立 1937年（昭和12年）8月28日

主な事業 自動車および住宅の製造・販売 ほか

資本金 3,970億円

株主数 660,922名

発行済株式総数 3,447,997千株

上場証券取引所 国内）東京、名古屋、大阪、福岡、札幌

海外）ニューヨーク、ロンドン
（注）資本金・株主数は2010年3月末日現在。資本金は1億円未満切捨て。

〒471-8571 愛知県豊田市トヨタ町1番地 TEL 0565-28-2121（代）
〒112-8701 東京都文京区後楽1丁目4番18号 TEL 03-3817-7111（代）
〒450-8711 愛知県名古屋市中村区名駅4丁目7番1号 TEL 052-552-2111（代）

国内の主な生産拠点
自動車：

住　宅：

本社工場、元町工場、上郷工場、高岡工場、三好工場、堤工場、
明知工場、下山工場、衣浦工場、田原工場、貞宝工場、広瀬工場
春日井事業所、栃木事業所、山梨事業所

本 社
東 京 本 社
名古屋オフィス 

報告範囲 環境側面 トヨタ単体の取り組みと海外の連結子会社等での活動事例。国内外の連結環境マネジメントの進捗状況。
社会側面 トヨタ単体の取り組みと海外の連結子会社等での活動事例。
経済側面 財務概況とグローバル展開。

対象期間 2009年4月～2010年3月。大きな進捗のあった事項は2010年直近まで記載。

トヨタ自動車の主要情報開示ツール
Sustainability Reportに加え、下記にてもトヨタ自動車の諸活動、データ、考え方について情報開示しています。ご覧ください。

http://www.toyota.co.jp/jp/
ir/library/annual/index.html

http://www2.toyota.co.jp/jp/
about_toyota/gaikyo/index.html

http://www.toyota.co.jp/
SR/10sitedata/

アニュアルレポート 2010
The Right Way Forward

トヨタの概況 2010
データで見る世界の中のトヨタ

サステイナビリティレポート2010 別冊
トヨタ自動車 サイトデータ

リーマンショックに端を発する経済危機の余波冷めやらぬ中、
2009年度品質問題が発生し、ステークホルダーの皆様に多大な
るご心配をおかけしました。こうした環境の中、Sustainability 
Report 2010は、(1)品質問題に対し、適切な情報開示を行う、
(2)厳しい経営環境の中でもCO2低減等、中長期の環境取り組み
を明確にする、(3)クルマづくりを通じた新興国を含めた社会への
貢献を示す、の3点を重点に編集しました。
なお、本レポートの白黒印刷・製本は、重度障がい者事業所「トヨタ
ループス」で行いました。
重点編集方針をお伝えできたかをお尋ねするために、巻末にアン
ケート用紙を用意しました。ご意見・ご感想をいただければ幸い
です。

編集方針
【重点編集方針主要記述ページ】

方針

品質

中長期環境取り組み

クルマづくりを通した
社会への貢献

04～07
54～57
61
70
84～85

08～09
17～19
24～25

10～11
66～67
88～89

掲載ページ

・品質問題の背景と今後に向けて
・各分野の品質対応
・仕事の質向上のためのTQM推進
・販売店対象安全・安心説明会
・社内外品質コミュニケーション

・次世代環境車の開発・普及
・第5次（次期）「トヨタ環境取組プラン」
・CO2低減のための各分野の活動概要

・クルマづくりを通じた新興国の社会・経済への貢献
・経済活動、生産変動を受けた雇用の取り組み
・グローバル展開による各国・各地域での
　経済・社会の発展への貢献

主要記述項目

Webとの連動について
本文に関連する詳細事項がWebに掲載されている項目については、URLを文末に掲載。
また本レポートのサマリー版を、Web（http://www.toyota.co.jp/SR/10repo/）で公開しています。本レポートと併せて活用ください。
本冊子をカラーでご覧になりたい方は、http://www.toyota.co.jp/jp/csr/report/10/download/index.htmlを参照ください。

71　　株主とのかかわり

表紙デザイン：次世代自動車の普及を通して、自然、社会と調和する
　　　　　　  モビリティを目指すトヨタ自動車の企業姿勢を表現しました。
撮 影 協 力：トヨタホーム東京株式会社 港北インター展示場
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第三者審査／海外の地域 ・国別報告書
Sustainabil ity Report 2010

92　　Sustainabil ity Report 2010

海外連結子会社等の地域・国別報告書はベトナムを加え、日本を合わせ15ヵ国/地域で発行しています。
これにより全世界の販売台数の約85%をカバー、グローバルでの情報開示を行います。

海外の地域・国別報告書はホームページ一覧からもご覧いただけます。　［URL］ http://www.toyota.co.jp/SR/10repo/

海外の地域・国別報告書

第三者審査

①審査計画策定

②審査実施

③審査報告

④最終版報告書チェック

⑤第三者審査報告書提出

トヨタでは、「Sustainability Report 2010」の
正確性および客観性の向上のため、16～53
ページに記載されている2009年度の環境定量
情報（コラム、海外事業体の取り組み事例を除く）
について、デロイト トウシュ トーマツの主要構
成事務所である有限責任監査法人トーマツの
関係会社（株）トーマツ審査評価機構による第三
者審査を受けています。
第三者審査手続は、以下の通りです。

※報告書が直接掲載されているURLがある場合はそのURLを、ない場合はCSRまたは環境のトップページを掲載しています。

（2010年8月現在）※これまでカバー率の計算にダイハツ、日野を含んでいましたが、2009年度よりトヨタ単体としました。
地域・国
アルゼンチン
豪州
ブラジル
中国
欧州
インド
マレーシア
ニュージーランド
フィリピン
北米
カナダ
南アフリカ
台湾
タイ
ベトナム

http://www.toyotasustentable.com.ar/pdf/sustainability_report2009.pdf
http://www.toyota.com.au/toyota/events/environment/2009_sustainability_report
http://www.toyota.com.br/meio-ambiente/relatorio.asp
http://toyota.com.cn/corporate/inchina/report.html
http://www.toyota.eu/sustainabillity
http://www.toyotabharat.com/inen/environment/index.asp
http://www.umw.com.my/socialresp/Pages/default.aspx
http://content.toyota.co.nz/toyota/about_us/sustainability/2009-SDR_Toyota_New_Zealand.pdf
http://www.toyota.com.ph/ecosafety/index.asp
http://www.toyota.com/about/environmentreport2009/
http://mediap04.toyota.ca/media/pdf/naer2009_e.pdf
http://www.toyota.co.za/ContentPage.aspx?PageId=46
http://www.kuozui.com.tw/english/index_e.htm
http://www.toyota.co.th/environment/en/a_home.asp
http://www.toyotavn.com.vn/profiles/index/126

北米・カナダ 台湾

豪州 欧州

タイ

インドアルゼンチン

南アフリカフィリピンニュージーランド

ブラジル 中国 マレーシア
※UMWホールディング
　レポートに包含して発行

ベトナム

URL

2009年夏に発行した「Sustainability Report 2009」の巻末アンケートの集計結果です。（2010年6月末現在35件）
ご回答をいただきました皆様方のご協力に厚くお礼申し上げます。

「Sustainability Report 2009」 アンケート集計結果

Ｑ4. 本レポートの内容に関して、
今後への改善点、追加すべき点

【環境】・HV、電気自動車を含む各種将来システム、
  燃料における各種特失比較の詳細な解説
・環境保護の面から見る電気自動車への
  取り組み情報

【社会】・交通事故ゼロに向けた技術面・文化面の提言
・労働環境等の情報
・トヨタが活躍している各国の内容

Ｑ5. 環境・社会への取り組みに関して
トヨタへの期待

【環境】
【社会】

・HVだけでなく、電気自動車への取り組み

・移動コストへの地域格差をなくす技術面・文化面での
  研究開発
・生物多様性を意識した社会貢献
・供給過剰に至った原因の徹底的な分析と再発防止策

Ｑ1. 本報告書の評価

【評価の理由】
・項目別に詳しくまとめられていて理解しやすい
・重点、前年比、変更点がわかりやすい
・環境報告の部分はよいが、サステイナビリティレポートを名乗るなら、
 社会報告にそれに見合う内容を入れるべき
・文字、量が多い

【評価の理由】
・写真やコラムがバランスよく使われているので白黒でも読みやすい
・環境に関する冊子なので白黒にしてインクの無駄がないようにするのは当然
・カラーのほうが見やすく見る気にもなる
・中身が問題

よい 43%

あまりよくない 9%

普通 9%

無回答 3%

Ｑ7. アンケートご回答者の属性

企業のCSR・環境担当 6%
環境・CSR関連NPO 6%

株主 3%
その他 3%

学生 66%販売店・サプライヤー 3%
お客様・一般 9%

研究・教育・評価機関 6%

Ｑ2. トップメッセージとスペシャルストーリー

よい 47%

あまりよくない 3%

普通 18%

無回答 6%

たいへんよい 26%

Ｑ6. 白黒印刷の印象

普通 37% よい 20%

あまりよくない 
14%

よくない 3%

たいへんよい 
26%

たいへんよい 
37%

Ｑ3. 特に印象に残ったこと、知ってよかった項目

安全技術 17%

仕入先CSRガイドライン 7%

海外の社会貢献事例 12%

生物多様性ガイドライン 7%

その他 3%

CO2排出の少ない
クルマづくり 37%

第4次プラン 8%
パートナーロボット 5%

サステイナブル・プラント 5%






